
平成２６年３月１４日 

会員各位 

 

 

消費税の転嫁の方法決定に係る共同行為の実施届出書 

について 

 

 

去る平成２６年２月１９日、全日本プラスチック製品工業連合会と下記の４団体は標記

の届出書を公正取引委員会へ提出しました。 

（この件は、同委員会のホームページ上に２月受付分として届出がなされた旨掲載済み） 

 

当連合会の会員企業（約２，０００社、団体会員の構成員含む）は下請中小企業が大半

であり、発注先企業のグローバル化の進展に伴い、近年一段とコストダウン要請が強くな

り、その都度、会員企業は厳しい対応を迫られてきました。 

４月以降、１７年ぶりに消費税が５％から８％へと３％引上げとなりますが、発注先か

ら要請されるコストダウン幅の中で、消費税と明確に区別しておかないと埋没してしまう

可能性があります。 

 

消費税の引上げは、国の法に基づく施策であり、当然のこととして、発注先へ転嫁のお

願いをするべきものです。そのために今回は業界を挙げて、公正取引委員会へ共同行為（カ

ルテル）として届出たものです。 

会員各位におかれましては、この趣旨を組んで何卒ご対応ください。 

 

なお、経済産業省はこの度、「下請けガイドライン」の見直し（改訂版２６年１～３月）

を実施し、そのなかに消費税の転嫁のことが追加されています。 
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